
�愛媛県条例第３６号
職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例及び教育

職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の一部を改

正する条例を次のように公布する。

平成１４年７月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例及び

教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例

の一部を改正する条例

（職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の一部

改正）

第１条 職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（

昭和２６年愛媛県条例第５６号）の一部を次のように改正する

。

第８条の２の見出し中「病児看護」を「子の看護」に改

め、同条中「学校保健法施行規則（昭和３３年文部省令第１８

号）第１９条に規定する伝染病」を「負傷し、又は疾病」に

改める。

（教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の

一部改正）

第２条 教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条

例（昭和２７年愛媛県条例第３１号）の一部を次のように改正

する。

第９条の２の見出し中「病児看護」を「子の看護」に改

め、同条中「学校保健法施行規則（昭和３３年文部省令第１８

号）第１９条に規定する伝染病」を「負傷し、又は疾病」に

改める。

附 則

この条例は、平成１４年８月１日から施行する。

�������
�愛媛県条例第３７号
愛媛県低開発地域工業開発地区における県税の特別措置に

関する条例の一部を改正する等の条例を次のように公布する

。

平成１４年７月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県低開発地域工業開発地区における県税の特別措

置に関する条例の一部を改正する等の条例

（愛媛県低開発地域工業開発地区における県税の特別措置

に関する条例の一部改正）

第１条 愛媛県低開発地域工業開発地区における県税の特別

措置に関する条例（昭和３７年愛媛県条例第４３号）の一部を

次のように改正する。

第２条第１項中「租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号

）」を「租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成１４

年法律第１５号。以下「平成１４年改正法」という。）附則第

７条第７項又は第２３条第１０項の規定によりなおその効力を

有することとされる平成１４年改正法による改正前の租税特

別措置法（以下「旧租税特別措置法」という。）」に改め

る。

第３条中「租税特別措置法」を「平成１４年改正法附則第

７条第７項又は第２３条第１０項の規定によりなおその効力を

有することとされる旧租税特別措置法」に改める。

（愛媛県農村地域工業等導入地区における県税の特別措置

に関する条例の一部改正）

第２条 愛媛県農村地域工業等導入地区における県税の特別

措置に関する条例（昭和４７年愛媛県条例第６号）の一部を

次のように改正する。

第２条第１項中「平成１４年３月３１日」を「平成１６年３月

３１日」に、「第１２条第１項の表第２号又は第４５条第１項の

表第２号」を「第１２条第１項の表第１号又は第４５条第１項

の表第１号」に改める。

第３条中「平成１４年３月３１日」を「平成１６年３月３１日」

に、「第１２条第１項の表第２号又は第４５条第１項の表第２

号」を「第１２条第１項の表第１号又は第４５条第１項の表第

１号」に改める。

（愛媛県低開発地域工業開発地区における県税の特別措置

に関する条例の廃止）

第３条 愛媛県低開発地域工業開発地区における県税の特別

措置に関する条例は、廃止する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３条の

規定は、平成１４年９月１６日から施行する。

（適用期日）

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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２ 第１条の規定による改正後の愛媛県低開発地域工業開発

地区における県税の特別措置に関する条例の規定及び第２

条の規定による改正後の愛媛県農村地域工業等導入地区に

おける県税の特別措置に関する条例の規定は、平成１４年４

月１日から適用する。

（経過措置）

３ 第１条の規定による改正後の愛媛県低開発地域工業開発

地区における県税の特別措置に関する条例第４条の規定又

は第２条の規定による改正後の愛媛県農村地域工業等導入

地区における県税の特別措置に関する条例第４条の規定に

よる申告期限が、この条例の施行の日から起算して２０日を

経過する日までに到来するものにあっては、これらの規定

にかかわらず、同日を申告期限とする。

４ 第３条の規定の施行の日前に、同条の規定による廃止前

の愛媛県低開発地域工業開発地区における県税の特別措置

に関する条例第２条第１項又は第３条に規定する要件に該

当した者に対する同日以後の事業税又は不動産取得税の課

税免除については、なお従前の例による。

�������
�愛媛県条例第３８号
住民基本台帳法施行条例を次のように公布する。

平成１４年７月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

住民基本台帳法施行条例

（趣旨）

第１条 この条例は、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号

。以下「法」という。）第３０条の９第３項及び第３０条の１０

第５項の規定に基づき、法の施行に関し必要な事項を定め

るものとする。

（愛媛県本人確認情報保護審議会）

第２条 法第３０条の９第１項の本人確認情報の保護に関する

審議会は、愛媛県本人確認情報保護審議会（以下「審議会

」という。）とする。

（審議会の組織）

第３条 審議会は、委員５人以内で組織する。

（審議会の委員）

第４条 委員は、学識経験のある者のうちから、知事が委嘱

する。

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。

３ 委員は、再任されることができる。

４ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。そ

の職を退いた後も、同様とする。

（審議会の会長）

第５条 審議会に会長を置く。

２ 会長は、委員の互選により定める。

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。

４ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委

員が、その職務を代理する。

（審議会の会議）

第６条 審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる

。

２ 審議会の会議は、委員の過半数の出席がなければ、議事

を開き、議決することができない。

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同

数のときは、議長の決するところによる。

（審議会の参考人）

第７条 審議会は、調査審議等のため必要があるときは、委

員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができる。

（審議会の庶務）

第８条 審議会の庶務は、総務部において処理する。

（審議会の運営細則）

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し

必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。

（情報提供手数料の額の基準）

第１０条 法第３０条の１０第１項に規定する指定情報処理機関（

以下「指定情報処理機関」という。）は、同条第５項の規

定により情報提供手数料の額を定める場合においては、指

定情報処理機関が行う法第３０条の７第３項の規定による本

人確認情報の提供（以下「本人確認情報の提供」という。

）に要する費用を本人確認情報の提供が見込まれる件数で

除して得た額を基礎としなければならない。

（規則への委任）

第１１条 この条例に定めるもののほか、法及びこの条例の施

行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

この条例は、平成１４年８月５日から施行する。
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�愛媛県条例第３９号
愛媛県県営住宅管理条例の一部を改正する条例を次のよう

に公布する。

平成１４年７月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県県営住宅管理条例の一部を改正する条例

愛媛県県営住宅管理条例（昭和３５年愛媛県条例第１５号）の

一部を次のように改正する。

第５条中「、第２号」を削り、「第４号」を「第３号」に

改め、同条中第１号を削り、第２号を第１号とし、同条第３

号中「第２３条の１２第３号」を「第２３条の１２第２号」に改め、

同号を同条第２号とし、同条第４号を同条第３号とする。

第５条の２第２項中「前条第２号イ」を「前条第１号イ」

に改める。

第１９条第１項中「第５条第２号」を「第５条第１号」に改

める。

第２３条の１２中「、第２号及び第４号」を「及び第３号」に

改め、同条中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号を

第２号とし、第４号を第３号とする。

附則第６項中「同条第３号」を「同条第２号」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�������
�愛媛県条例第４０号
愛媛県監査委員条例の一部を改正する条例を次のように公

布する。

平成１４年７月１２日

愛 媛 県 報平成１４年７月１２日 第１３７２号外１

２



愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県監査委員条例の一部を改正する条例

愛媛県監査委員条例（昭和３９年愛媛県条例第１３号）の一部

を次のように改正する。

第７条第１項中「第２４２条第３項」を「第２４２条第４項」

に改め、同条第４項中「第２５２条の４３第７項」を「第２５２条

の４３第９項」に、「同条第３項」を「同条第４項」に改める

。

附 則

この条例は、平成１４年９月１日から施行する。

�������
�愛媛県条例第４１号
愛媛県県立学校設置条例の一部を改正する条例を次のよう

に公布する。

平成１４年７月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県県立学校設置条例の一部を改正する条例

愛媛県県立学校設置条例（昭和３９年愛媛県条例第１２号）の

一部を次のように改正する。

第１条中「愛媛県立高等学校」を「愛媛県立中学校（以下

「中学校」という。）、愛媛県立高等学校」に改める。

第３条中「別表２」を「別表３」に改め、同条を第４条と

する。

第２条中「別表１」を「別表２」に改め、同条を第３条と

し、第１条の次に次の１条を加える。

（中学校の名称及び位置）

第２条 中学校の名称及び位置は、別表１のとおりとする。

附則第２項中「別表１」を「別表２」に改める。

別表２中「第３条」を「第４条」に改め、同表を別表３と

する。

別表１中「第２条」を「第３条」に改め、同表を別表２と

し、同表の前に次の１表を加える。

別表１（第２条関係）

学 校 名 位 置
今治東中学校 今治市
松山西中学校 松山市
宇和島南中学校 宇和島市

附 則

この条例は、平成１５年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県条例第４２号
県立学校における授業料その他の費用の徴収条例の一部を

改正する条例を次のように公布する。

平成１４年７月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

県立学校における授業料その他の費用の徴収条例の一

部を改正する条例

県立学校における授業料その他の費用の徴収条例（昭和２３

年愛媛県条例第９号）の一部を次のように改正する。

「 全日制の課程２，２００円
「中学校

第４条中 高等学校

�
�
�
�
�

定時制の課程 ９５０円 を

専攻科 ２，２００円」
高等学

２，２００円

全日制の課程２，２００円
に改める。

校

�
�
�
�
�

定時制の課程 ９５０円

専攻科 ２，２００円」

第５条第１項中「新たに」の下に「中学校又は」を加え、

「編入試験料」を「、編入試験料」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第５条第１

項の改正規定は、平成１５年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県条例第４３号
教育職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条

例を次のように公布する。

平成１４年７月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

教育職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正す

る条例

教育職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和２７年愛媛県条

例第３２号）の一部を次のように改正する。

第６条の２第３号中「規定する週休日」の下に「（以下「

週休日」という。）」を加え、「週休日等」を「休日等」に

改め、同条第４号及び第５号中「週休日等又は週休日等以外

の土曜日若しくはこれに相当する」を「週休日、休日等又は

休日等に当たる日以外の正規の勤務時間が４時間である」に

改める。

附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ 改正後の教育職員の特殊勤務手当に関する条例第６条の

２の規定は、平成１４年４月１日から適用する。
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�愛媛県条例第４４号
愛媛県の警察官等に支給する被服及び貸与する装備品に関

する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成１４年７月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県の警察官等に支給する被服及び貸与する装備品

に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県の警察官等に支給する被服及び貸与する装備品に関

する条例（昭和２９年愛媛県条例第３３号）の一部を次のように

改正する。

第３条本文中「及び交通巡視員章」を「、交通巡視員章及

び識別章」に、「３」を「各３」に改め、同条の表中「手

帳」を
「識別章

に改める。
警察手帳」

附 則

この条例は、平成１４年１０月１日から施行する。

�������
�愛媛県条例第４５号
愛媛県政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条

例を次のように公布する。

平成１４年７月１２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛 媛 県 報平成１４年７月１２日 第１３７２号外１
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愛媛県政務調査費の交付に関する条例の一部を改正す

る条例

愛媛県政務調査費の交付に関する条例（平成１３年愛媛県条

例第３０号）の一部を次のように改正する。

第１条中「第１００条第１２項及び第１３項」を「第１００条第１３

項及び第１４項」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

平成１４年７月１２日 印刷
平成１４年７月１２日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円４

愛 媛 県 報平成１４年７月１２日 第１３７２号外１


